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映像、音楽ビジネス等の著作権及び権利処理
（含む二次利用、権利の集中化・管理）（3）
Copyright and the operation of copyright and related right systems on the music and video 



























 2）	四天王寺大学紀要 62 号、427 頁～ 463 頁








　まず映画の著作物に関する実演家の権利に関する著作権法 91 条（録音権及び録画権）、92 条


















3．前項第 2 号の場合にこれを利用する者は、当該実演に係る第 1 項に規定する権利を有する者
に相当な額の報酬を支払わなければならない（第 95 条第 1 項の場合を除く）5）。但し、政令で定
める場合にはこの限りでない。
著作権法第 92 条の 2（送信可能化権）
　実演家は、その実演を送信可能化する権利を専有する。
2．前項の規定は、次に掲げる実演については、適用しない。
一　第 91 条第 1 項に規定する権利を有する者の許諾を得て録画されている実演









著作権法第 95 条の 2（譲渡権）
　実演家は、その実演をその録音物又は録画物の譲渡により公衆に提供する権利を専有する。
2　前項の規定は、次に掲げる実演については、適用しない。
一　第 91 条第 1 項に規定する権利を有する者の許諾を得て録画されている実演






























































（昭和 23 年法律第 122 号）第 2 条第 1 項に規定する風俗営業又は同条第 5 項に規定する性
















































　レコード製作者（原盤製作者）は、実演家と共に 102 条第 1 項において私的録音録画補償金
を受ける権利（私的録音録画補償金）がみとめられ 20）、商業用レコードの二次使用に関して、同
様に実演家（95 条第 1 項）と共に二次使用料請求権がみとめられている（97 条第 1 項）。
　レコード製作者（原盤製作者）は、これら請求権以外に著作隣接権者として、複製権（96







な額の報酬を支払わなければならない（第 97 条第 1 項の場合を除く）21）。但し、政令で定める
場合にはこの限りでない。









19）	「放送番組の権利処理の現状」TBS 作成、2006 年 12 月 15 日、総務省ホームページ（http://www.soumu.
go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/chousa/contents/pdf/061225_1_3.pdf）
























及び有線放送権（99 条）、送信可能化権（99 条の 2）、テレビジョン放送の伝達権（100 条）、
有線放送事業者は、複製権（100 条の 2）、放送権及び再有線放送権（100 条の 3）、送信可能化



























　そして、67 条第 2 項に関して、著作権法施行令 7 条の 7（著作権者と連絡することができな
い場合）に第 2 項として次のように定める。
著作権法施行令第 7 条の 7 第 2 項









　次に 67 条第 3 項に関し、著作権法施行令 8 条に第 3 項として、次の条項を入れる。
著作権法施行令第 8 条第 3 項（著作権者不明等の場合における、営利を目的として公に公開さ
れた映画の著作物の利用に関する供託の申請）






2．法第 67 条第 3 項の営利を目的として公に公開された映画の著作物についての政令で定める
資料は、次に掲げる資料とする。














著作権法第 68 条の 2（著作物の利用の許諾につき協議が成立せず、又は協議をすることができ
ない場合における著作物の利用）





　この規定とともに、著作権法施行令 9 条の 2 として次の条項を入れる。また、著作権法 70 条
（裁定に関する手続及び基準）の規定がこの場合に必要に応じて準用されるものとする。
著作権法施行令第 9 条の 2（営利を目的として公に公開された映画の著作物について、協議が
成立せず、又は協議をすることができないときの利用に関する裁定の申請）







五　法第 68 条の 2 の規定により著作物を利用するときは、その旨
2　前項の申請書には、次に掲げる資料を添附しなければならない。


























た著作権法 91 条、92 条、92 条の 2、95 条 2 に定めるものである。本論では映画の著作物につ
いて、順序の関係から 91 条、92 条、92 条の 2、95 条 2 に定めるものとして定義したが、最初
にこの言葉が出てくるのは著作権に関する、21 条、22 条、22 条の 2、23 条、26 条の条文であ
る。
　ついてはこの制限規定を加える場合、21 条、22 条、22 条の 2、23 条、26 条の関係において
対象となる映画の著作物の定義を行い、著作隣接権や裁定制度の項においては、著作権法 21








において、以下のような提案を行ったが 27）、2017 年 4 月 1 日現在、著作権等管理事業者として







ものであり、JASRAC は楽曲の著作権に係わるものであるが、それぞれ aRma 使用料規程 29）、芸












　文化庁長官は、著作権等管理事業法 23 条第 1 項に定める以下のような要件に従い、使用料額






30）	文化庁ホームページ（ http://www.bunka.go.jp/ejigyou/pdffile/02005-kite.pdf ）、及び FMPJ ホームページ
「公益社団法人	日本芸能実演家団体協議会規程集」（http://www.fmp.or.jp/pdf/cpra_stipulation.pdf）。
31）	JASRAC ホームページ（http://www.jasrac.or.jp/profile/covenant/pdf/royalty/royalty.pdf）、及び JASRAC 公
示等（http://www.jasrac.or.jp/profile/covenant/index.html）。









































































































条）が認められ、1996 年 WIPO 実演・レコード条約に対応するため、人格権である氏名表示権、
同一性保持権が認められた。また、この他、実演家の財産権として、1）複製権（182A 条）、2）
頒布権（182B 条）が認められている。











第 2 項）、損害賠償（191I 条第 2 項）、不当利得（191I 条第 2 項）、追加的損害賠償（191J 条第
2 項）等があり、非財産権、人格権の場合、法定義務違反（差止め、損害賠償）（194 条（a）、


























































45）	1988 年 CDPA 第 180 条（2）











































を意味する」（212-4 条第 1 項）とされ、その代わり、利用方法ごとに異なる報酬が定められて

























































契約の相手方に契約の変更を請求することができ（32 条第 1 項準用）、実際の収益と当初の許
諾対価との間に目立った不均衡が認められる場合には、契約の相手方或いは利用許諾等を受け
る者に対して相当な追加的報酬を請求することができる（32a 条第 1 項準用）。

































































































































　実際には、芸団協 CPRA や aRma の成立に係わる事実上の構成員が同じという事だけでなく、













　まず、芸団協 CPRA の概要 61）を見ると次のような推移で業務の範囲が広がっている。




信可能化」、2007 年「放送実演」に関する一任型管理事業を開始した。なお、芸団協 CPRA の
57）	芸団協 CPRA ホームページ（http://www.cpra.jp/profile/overview/）
58）	aRma ホームページ（http://www.arma.or.jp/business/）
59）	2015 年 3 月 5 日届出、aRma ホームページ（http://www.arma.or.jp/content/keiyakuyakkan.pdf）














2006 年度が約 35 億円程度であったものが右肩上がりに伸びており、2015 年度には 50 億円を超
えている 65）。貸しレコード使用料・報酬収入、録音使用料収入には毎年それほどの変化はなく、
それぞれ 2006 年度に約 16 億円、約 15 億円弱であったものが、2015 年度 15 億 3 千万円 66）、約
18億円 67）といった程度である。これに対し委任者数、商業用レコード二次使用料分配対象楽曲
数は、毎年大きく伸びており、それぞれ 2006 年度約 2 万 8 千人、約 5 万曲であったものが、
2015 年度 8 万人超 68）、34 万曲 69）となっている。
　一方 aRma は、「コンテンツの二次利用」のニーズの急増と、権利処理業務についての質・量
の両面から、映像コンテンツの二次利用に係る円滑な権利処理、及びその効率化することを実
現するための団体として、2009 年 6 月に芸団協と JAME、FMPJ の 3 団体によって設立され、
2011 年 7 月、MPN と PRE が社員として入会している 70）。
（2）CPRA と aRma の役割の違い
　芸団協は、1965 年 12 月、日本芸能実演家団体協議会として設立され、1967 年に社団法人と
なり、2002 年 2 月には著作権等管理事業者として登録、同年 3 月には、文化庁長官の指定する
指定著作権等管理事業者となったが、1993 年 10 月 1 日、公益社団法人日本芸能実演家団体協
議会定款 71）第 7 章 40 条に設置が定められた組織として、芸団協 CPRA を発足させた。
　2009 年 6 月 19 日には aRma が設立され、2014 年 12 月には著作権等管理事業者として登録さ
れたが、芸団協 CPRA と aRma のそれぞれを運営する構成員や社員等は事実上同じで、2015 年
62）	芸団協 CPRA ホームページ（http://www.cpra.jp/profile/）
63）	「CPRA と aRma について」（ JAME	ホームページ／ http://www.fmp.or.jp/rights/cpra_arma.html）



























作権等管理事業者として登録されるに伴い、芸団協 CPRA から映像実演の権利処理が原則 aRma
に統合された。
　劇場公開用の映画に関しては、ワンチャンス主義に基づいて二次利用に関して実演家の権利
が認められていないので、芸団協 CPRA や aRma は、主として放送事業に係わる実演家の権利
についての処理を行っているが、上記で提案した案に従えば芸団協 CPRA や aRma の行う権利
処理に関し、劇場公開用の映画についてもその業務の範囲を加える必要が出てくる。
（3）CPRA と aRma の機能を知るための補足（実演家の権利処理を詳しく知るため）





















　2000 年 4 月には、演奏家団体が個別に受任していたミュージシャンの権利委任は MPN にま
とめられ、さらに芸団協 CPRA に一括して再委任され、2001 年 12 月以降、様々な団体を経由
していた著作隣接権使用料等（商業用レコード二次使用料・録音権使用料・貸レコード使用料・
私的録音補償金等）の分配が、MPN から権利者宛てに直接行われるようになった。










れる実演情報の受付・管理、6）	JAME、FMPJ との連携による CD の録音に参加している演奏
家（アーティスト・ミュージシャン）の情報を収集・管理、7）芸団協 CPRA・aRma の行う業





型で行う芸団協 CPRA の 2 つの組織で行われてきたが、2009 年、これらの両業務を集約し
て行うため aRma が設立され、MPN も構成団体として参加し、5 年の準備期間を経て 2015
74）	MPN ホームページ（http://www.mpn.jp/wam/search/top）
75）	「レンタル CD の実演家調査について」（芸団協 CPRA ホームページ／ http://cpra.jp/profile/work/distribute/
rental/）
76）	MPN	OTONARI	Web（2015 年 4 月 1 日）（http://www.mpn.jp/otonari/archives/2015/0401_100048.html）
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年 4 月 1 日から、映像実演の権利処理は aRma に統合され、MPN も aRma に映像実演の権
利処理を委任することになった。そして、同年 4 月 1 日以前に芸団協 CPRA が徴収した使




収、分配を行うために、映像実演に関係する 15 の団体の賛同を得て、2001 年 4 月 6 日に設立
され、2002 年 2 月、放送実演の全部利用に係る諸権利を芸団協 CPRA へ復委任、2015 年 4 月
には、aRmaの一任型管理事業開始に伴い、放送実演の全部利用に係る諸権利の復委任先を aRma
へ変更した。なお、2009 年 8 月に一般社団法人となり日本俳優協会、日本映画俳優協会、日本
劇団協議会、日本俳優連合等 12 の事業者による社員によって構成されている 78）。






























2017 年 8 月現在で正会員が 109 名、賛助会員が 55 名いる 82）。
　JAME の事業としては、1）放送番組等の映像二次利用、2）映像、音楽に係る各種使用料・
報酬・補償金の徴収・分配、3）氏名・肖像権、パブリシティ権の啓蒙・保全、4）電子的雑誌













もに、実演家の権利保護が急務となり、芸団協、JAME とともに aRma を発足させ、aRma は、
放送番組のネット上での映像二次使用について、利用者（NHK、民放各局）からの許諾窓口と

















　なお、5）放送番組二次利用の使用料に関しては 87）、芸団協 CPRA への委任事項でなく、aRma
が一任型の管理事業として、出演者のために放送局からの申請受付と許諾の窓口業務を行い、
FMPJ 会員・権利委任者をはじめとする権利者から任意に委任を受け、使用料徴収と分配を行






































等の詳しい説明がなされているので参照されたい 93）。また、この提案に関しては、第 5 項にお
































中心に）」四天王寺大学紀要 60 号、455 頁～ 486 頁










　年収 1 億円以上の俳優もいるようだが、卵や駆け出し役者の場合の年収は 50 ～ 150 万円と推
測され、通常の俳優はタレントや歌手活動なども行いながら俳優をやっており、俳優業だけの






























































































105）	前掲（99）、31 頁～ 35 頁
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